
兄 ANKERNo.6 摩算者の威賞に厨する意戯粛査

犀害者の厳君に厨する意戯務査

社団法人 大阪ボランティア協会

株式会社 住僧基礎研究所

昨年､ボランティナセンターの社団法人大阪ボランティア協会 (理事長 柴田義守氏 故人)と拷問シ

ンクタンクの株式会社住僧基礎研究所 (社長 井上孝男氏)'8ま共同で障害者中森郵 こ関する衰耗調査を実

施 しました｡プロップ ･ステーションはこの調査に協力しました｡

1.調査実施の経緯

社団法人大阪ボランティア協会は､1991年10月に (財)日本生命財団と協力して企業市民活動推進セン

ターを琴立しました｡ヤンタ一には､企業から障害者雇用に関する問い合わせが多数あり､障害者の就業

に関する意識を調査する必要性が高まっていました｡一方､′住僧基礎研究所では､地域ケアサービスに関

する調査を進めており､その調査の一環として､障害者の就業に関する意識圃査を組み入れていましたo

そのため､両者は共同で､障害者の就業に関する意識調査を実施することになりました｡

2.調査方法

調査対象は15-64歳の重度身体障害者で､主要な障害者団体の会月に対 して留置記入法によりアンケー

トを実施 し､有効回答数243を得ました｡調査期間は1992年10月15日-10月31日です｡調査の体制として

は､アンケー トの葬送 ･回収を大阪ボランティア協会､プロップ･ステーションが実施し､アンケートの

設計､分析は主に住僧基礎研究所が実施 しました｡

3了質問内容 (捧粋)

就職'じたいと思いますか｡1つだけお選びください｡

⑩ 純 か努力して就職したいO.②チャンスがあれば就職したいo③今のところ就職は考えていないo

あなたの希望する職種をお知らせ′ください｡最高3つまでお選びください｡

①コンピュータ関連技術職 ②その他専門 ･技術職 ③管理職 ④事務職

⑤販売職 ⑥サービス職 ⑦保安職 ⑧運輸 ･通僧職 ⑨技能 ･建設 ･労働職

あなたの希望する業種をお知ウせくだ早いo畢高3?までお選びくだ:さいO

①農林水産業 項適 業 ③建設業 ④製造業 ⑤電気 ･ガス ･水道業

⑥運輸 ･通信業 ⑦卸売 ･小売 ･飲食業 ⑧金融 ･保険業 ⑨不動産業

⑲情報関連サービス要 ⑪その他サービス業

あなたが企業に就職する場合､企業側にどんな準備を求めますか｡

あてはまるものすべてをお選びください｡

①職場の建築的配慮

③介護機器の導入

⑤移動等の介助費用の負担

⑦在宅勤務pQ)導入 _

⑳研修施設等で行う基礎的な職業訓練

⑪その他 ′

(参障害者用コンピュータ機静の設置

④介助者同伴の許可 (盲導犬等も含む)

⑥就業時間の臨機応変な対応 (勤務時間､休暇､出勤白)
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凡ANKERNo.6

あなたは､就職を実現するために､どんなサポートサービスがほしいですか｡

あてはまるものすべてをお選びください｡

①移動やコミュニケーション等の介助サービス

②介助機器等のレンタル

③障筆者を受け入れる専門学校等教育機関､教育サービスの充実

④企業に一時的に障害者を送り込んで実施する研修サービス

⑤障害者と企業の情報交流を促進するサービス (書籍､交流会､セミナーなど)

⑥障害者を主とした人材バンク ⑦障害者関連の就職情報誌

⑧障害者関連の就職情報通信ネット ⑨就職後の朝議等アブタこヶァ

⑳住宅の斡旋 ⑪その他

上記のサービスを1つの窓口で総合的に扱う､障害者の就労に関わる総合サービス施設の必要性はどの程

度と考えますか｡1つだけお選びください｡

①必要性は非常に高い ⑦必要性は高い ③どちらとも言えない

④必要性は低い ⑤必要性は非常に低い
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4.調査結果

1)現在就職 していない重度身体障害者の就職意向

本調査の対象は､現在でも一般企業が雇用の対象としてみることの少ない重度身体障害者です｡彼らの

内､現在就職 していない重度身体障害者の50%もの人は､就職を希望 しており､彼らの職業的自立への意

識の高まりが伺えますOなお､就磯を考えでいない人は､約40%存在していますが､これは別に実施した

インタビュー等によれば障害の重さと日本の就業環境の現状から諦めている面が多いと推測されます｡

努力 して就職した

チャンスがあれば就職希

就職は考えていなレヽ重しヽ ≡…言…】 潤
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環ANKERNo.6 犀害者の戯業に厨する意識粛査

2)重度身体障害者が希望する職種

重度身体障害者の希望する職種は､コンピュータ関連の技術職､ついで｣鹿の事務職に集中していま
す｡実際に就職している障害者の職種をみると技術職､事務職に集中 していますが､コンピュータ関連に

特に集中しているわけではなく､今後この今野の職種の開拓が革められ享す (障害者の能力向上と就業環
境の整備)0
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3)重度身体 を希望する業種

･濁 種と同様に-､情報開凄洗-ど_ス業 (コI/ビュータ関連)への就職の希望が集中しており､この分野に

硬職の期待が敵 ,-竜 と硬わかり遷す｡鬼捻転 を某際に就職している障害者の重職葬をみると情報関連サー

ビス募挨就職して,いる人は10%程度に過要ま適ん｡三このことからも､-この分野に関する障害者の能力向上

と就業に関わる､環境整備カき必要なことが伺えま凍 ｡

電気 ･ガス.
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4)重度身体障害者が就職に際 して企業に求める配慮

重度身体障害者が就職する際に企業に求める配慮は､在宅勤務､就業時間の臨機応変考対応など準動に
対するハンディを補う勤務形態を強く求めています｡一部民間企業では､重度身体障害者の在宅勤務によ

る雇用を開始 していますが､全体からみれば極めてまれなケースですO今後このよう黍フレックスな就業

形態が強く求められると考えられます｡
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5)重度身体障害者が就業を実現するために求めるサザ - トサービス

重度身体障害者が就業を実現するた糾 こ求め一るサポートサービスは､移動亘コミュニケ-シ占ン等の介

由が最も多 く､ついで就職情報通借着ットを,ど就業に関わる情報提供関連サービス､さらた教育機関など

に対するニーズが高くなっています.重度身体障害者の就業を支えやサービスは､介助､情報､教育が大

きな柱であると盲 えます｡一方､企業側のニーズとしては､即に行った民間企業数社の人事担当部門への

ヒアリング調査から､現在障害者に対して実施されている教育に問題点を指摘する声があり､コンピュー

タ･情報関連など企業のニーズにあった教育の実施が必要であると考えられます｡



見ANXERNo.6 摩鼻者の威業に厨する意戯粛査

6)障害者の就業に関わる総合サポー トサービス施設の必要性

現在､障害者に関わるサービス窓口は多岐にわたっています｡そこで､上記の障害者の就業に関わる

種々のサポートサービスを1つの窓口で扱う総合サポー トサービス施設の必要性を尋ねてみると70%の人が

必要と考え､しかも50%の人は非常に必要性が高いと考えていることがわかりました｡

必要性は非常に

どちらとも言え

必要性は非常に

高い高いない低い低い不明
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5.重度身体障害者の就業に関しての提案

本調査の結果から､今後重度身体障害者の就業を促進するためには､下記に示すような障害者就業総合

サポー ト施設か必要と考えます｡従来この種の施設は行政の福祉施設として位置づけられていましたが､

就業を漉進していくためには民間企業のニーズを十分に反映していく必要があり､民間が積極的に参画し

た官民共同の運営形態をとる必要があると考えられます｡

●障害者就業総合サポー ト施設が提供するサービス

･在宅､通勤､社内での各種介助サ⊥ビスの提供

･人材紹介､人材情報の発信

･障害者雇用に関して､〉障害者本人及び企業に対する各種コンサルティング

･職業訓練 ･教育､企業内職業訓練 (障害の種類と企業のニーズに対応 した教育内容)

･物理的な問題から自社事業所で障害者雇用に対応できない企業に対 して就業の場の提供 (障害者用共同

サテライトオフィス)

･在宅由務等をサポー け る機器のレンタル (介護機器､情報機器)

･住宅の斡旋 等

※ 本件に関する聞合わせ先 :

㈱住僧基礎研究所 大阪研究本部

〒541 大阪市中央区今聴 4丁目3-18

担当 :榊原
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凡ANKERNo･¢ 厚軍費棚 麹虜帯解

重度障害者の一半数は就職を希望

(財)大阪ボランティア協会 ･(秩)住信基礎研究所

｢障害者の就業に関する意識調査｣ (92年10月調査)
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コンピュータ関連は少なく､今後羊の今野の職種陶拓が課題セあるo
また､就職に際して､重度障害者は在宅勤務など移動に伴うハンディを補う勤務形態を企業に

強く求めている.就業軍規の支援サービスでは介助､就職情報､教育が大きな柱｡i,ポー トは､

これらを一つの窓口で取 り扱う官民共同運営の総合施設を提案 している｡
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